
　１　特　別　職

職員数
報 酬 給 料

期 末
手 当

地 域 手 当
通 勤
手 当

退 職
手 当

計
共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 4 - 59,160 24,696 6,982 373 - 91,211 13,160 104,371

議 員 105 1,226,280 - 527,301 - - - 1,753,581 167,810 1,921,391

その他の
特 別 職

77 157,298 29,520 12,220 3,496 963 - 203,497 7,478 210,975

計 186 1,383,578 88,680 564,217 10,478 1,336 - 2,048,289 188,448 2,236,737

長 等 4 - 59,160 23,885 6,804 334 - 90,183 12,944 103,127

議 員 105 1,226,280 - 515,038 - - - 1,741,318 178,747 1,920,065

その他の
特 別 職

76 158,724 18,120 7,467 2,085 1,285 - 187,681 5,266 192,947

計 185 1,385,004 77,280 546,390 8,889 1,619 - 2,019,182 196,957 2,216,139

長 等 0 - 0 811 178 39 - 1,028 216 1,244

議 員 0 0 - 12,263 - - - 12,263 △ 10,937 1,326

その他の
特 別 職

1 △ 1,426 11,400 4,753 1,411 △ 322 - 15,816 2,212 18,028

計 1 △ 1,426 11,400 17,827 1,589 △ 283 - 29,107 △ 8,509 20,598

49 60 43 64 55 55 68 49 55 62 59 64 54
(190)

給　与　費　明　細　書

比 較

給 与 等

区 分

平 成
29年度

平 成
28年度



　２　一 般 職

　　(1)　総　　括

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89
(191)

区 分 職員数
給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計 備 考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 53,786 217,585,613 207,046,475 424,632,088 76,114,060 500,746,148 再任用職員2,243人分を含む

平成28年度 78,768 318,764,297 280,820,740 599,585,037 108,819,726 708,404,763 再任用職員2,929人分を含む

比　 　　　較 △ 24,982 △101,178,684 △73,774,265 △174,952,949 △32,705,666 △207,658,615

給 与 費

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
単 身 赴 任
手 当

特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成29年度 5,774,359 26,641,452 4,362,844 7,346,298 20,640 3,490,750 11,518,607

平成28年度 7,352,899 37,831,952 6,209,856 9,725,386 20,328 4,085,872 11,800,040

比  較 △1,578,540 △11,190,500 △1,847,012 △2,379,088 312 △595,122 △281,433

職員手当の

内 訳

休 日 勤 務
手 当

夜 間 勤 務
手 当 宿日直手当

管 理 職 員
特別勤務手当 管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

特 地 勤 務
手 当 寒冷地手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5,433,008 2,349,089 1,908,898 97,734 2,118,220 55,559,138 35,757,612 - -

5,357,571 2,311,291 1,926,075 119,116 3,405,548 81,201,144 49,825,389 - -

75,437 37,798 △17,177 △21,382 △1,287,328 △25,642,006 △14,067,777 - -

へき地手当
初任給調整
手 当

農 林 漁 業
普及指導手当 退 職 手 当

定時制通信
教 育 手 当

産 業 教 育
手 当

義 務 教 育 等
教員特別手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

- 97,083 29,223 42,544,608 188,405 172,443 1,636,064

- 101,984 26,767 56,059,890 176,986 173,798 3,108,848

- △4,901 2,456 △13,515,282 11,419 △1,355 △1,472,784



　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

　　（一般職員）

区 分 増 減 額 備 考増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

千円 千円

給 料 △542,536
給与改定に
伴う増加分

35,069

昇給に伴う
増加分

208,434

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

その他の増
減分

△786,039 予算計上人員減に伴う減分

△495,541千円

その他の減分 △290,498千円

職員手当 1,120,922
制度改正に
伴う増加分 440,394 地域手当 114,820千円

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 325,574千円

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

58 79 72 74 82 97 275

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

(192)

平成 29 年度計上人員 7,542 人 

平成 28 年度計上人員 7,623 人 

差        引  △81 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05 2.10 

改定前 1.00 1.00 2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40 0.80 

改定前 0.375 0.375 0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 



区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

その他の増
減分 680,528

△320,026千円

58 79 72 82 97 275

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

予算計上人員減に伴う減分

地域手当、期末・勤勉手当、
退職手当等の増減分

1,000,554千円

(193)



　　（警察職員）

区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

給 料 1,190,419
給与改定に

133,532

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

給 料 1,190,419
給与改定に
伴う増加分

133,532

昇給に伴う
増加分

285,090

その他の増
減分

771,797 予算計上人員増に伴う増分 平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

19,974千円

その他の増分 751,823千円

職員手当 1,561,170
制度改正に
伴う増加分 917,749 地域手当 245,388千円

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

勤勉手当 672,361千円

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

58 79 72 74 82 97 275

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

(194)

平成 29 年度計上人員  17,399 人 

平成 28 年度計上人員  17,345 人 

差        引 54 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 



区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

その他の増
減分 643,421

622千円

642,799千円

58 79 72 74 82 97 275

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

予算計上人員増に伴う増分

地域手当、期末・勤勉手当、
退職手当等の増減分

(195)



　　（教育職員）

区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

給 料 △101,826,567
給与改定に

302,070

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

給 料 △101,826,567
給与改定に
伴う増加分

302,070

昇給に伴う
増加分

1,332,062

その他の増
減分

△103,460,699 予算計上人員減に伴う減分 平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

その他の減分 △2,518,345千円

職員手当 △76,456,357
制度改正に
伴う増加分 1,476,439 地域手当 362,544千円

△100,942,354千円

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

勤勉手当 1,113,895千円

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

58 79 72 74 82 97 275

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 

(196)

平成 29 年度計上人員  28,845 人 

平成 28 年度計上人員  53,800 人 

差        引  △24,955 人 

給与改定の状況 

区 分 実施時期 
給料の 

改定率 

平成 28 年度 平成 28 年４月１日  0.11％ 

地域手当 

支給率  11.8％ （改定前 11.5％） 

勤勉手当 

 支給率（月分） 

管理職手当１種～３種の職員以外の者 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.85 0.85 1.70 

改定前 0.80 0.80 1.60 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 管理職手当１種～３種の職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 1.05 1.05  2.10 

改定前 1.00 1.00  2.00 

比 較 0.05 0.05 0.10 

 再任用職員 

区 分 ６ 月 12 月 計 

改定後 0.40 0.40  0.80 

改定前  0.375  0.375  0.75 

比 較 0.025 0.025 0.05 



区 分 増 減 額 備 考

千円 千円

その他の増
減分 △77,932,796

58 79 72 74 82 97 275

(197)

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

予算計上人員減に伴う減分

地域手当、期末・勤勉手当、
退職手当等の増減分

△13,769,214千円

△64,163,582千円



　(3) 給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職

(198)

　　ア　職員１人当たり給与

行政職(1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

平 均 給 料 月 額 (円) 343,332 357,135 321,241 376,202

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 451,027 429,464 473,488 449,822

平 均 年 齢 (歳) 43.4 42.0 38.1 54.5

平 均 給 料 月 額 (円) 347,650 361,241 322,598 378,312

平 均 給 与 月 額
(期末・勤勉手当を除く)

(円) 449,586 428,518 471,016 446,883

平 均 年 齢 (歳) 43.6 42.4 38.0 54.6

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

　　イ　初　任　給

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

本 県 150,500 164,700 184,800 - 183,900 206,400

国 146,100 - 182,700 - - -

行 政 職 (1) 教 育 職
区 分

高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円) 高校卒(円) 短大卒(円) 大学卒(円)

180,600 197,000 214,200 148,200 - -

168,400 182,300 199,200 143,500 - -

公 安 職 技 能 職



　　ウ　級別職員数

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

(人) (％) (人) (％) (人) (％)

10 級 4 0.1 ５ 級 1,367 3.3 ８ 級 308 2.0

９ 級 56 0.7 ４ 級 1,664 4.0 ７ 級 145 1.0

(899) (100.0)

32,249 77.7

６ 級 1,036 13.2 １ 級 34 0.1 ４ 級 3,404 22.2

５ 級 1,525 19.4 ３ 級 5,057 32.9

４ 級 1,739 22.1 ２ 級 2,172 14.1

(241) (100.0)

939 12.0

１ 級 1,012 12.9

(241) (100.0) (899) (100.0)

7,851 100.0 41,511 100.0

10 級 3 0.1 ５ 級 1,370 3.3 ８ 級 291 1.9

９ 級 57 0.7 ４ 級 1,666 4.0 ７ 級 158 1.0

(1,002) (100.0)

32,453 77.7

６ 級 1,041 13.4 １ 級 21 0.1 ４ 級 3,432 22.3

５ 級 1,602 20.6 ３ 級 5,239 34.1

４ 級 1,741 22.4 ２ 級 2,007 13.1

(271) (100.0)

911 11.7

１ 級 982 12.7

(271) (100.0) (1,002) (100.0)

7,767 100.0 41,720 100.0

備考　　(　　)は再任用短時間勤務職員数を外数で示す。

122 67 69 69 67 69 69 67 69 69

(199)

２ 級

計計

629 4.1

５ 級

100.015,370計

15,356 100.0

427 2.8

１ 級 3,214 20.9

５ 級 423 2.8

３ 級 ６ 級6,210 14.9 616 4.0

６ 級

２ 級

７ 級

計

14.9

810 10.3

6,197

643 8.2

級

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職

計

３ 級

８ 級 87 1.1 ３ 級

７ 級 637 8.2 ２ 級

区 分

級 級

平成28年12月1日
現 在

計

２ 級

１ 級 3,204 20.8

平成27年12月1日
現 在

８ 級 87 1.1

706 9.1３ 級



40

職 員 数 構 成 比 20

(人) (％) 20

５ 級 251 98.4 40

４ 級 4 1.6 40

(26) (100.0) 20

- -          20

40

１ 級 - - 40

(26) (100.0) 20

255 100.0 20

５ 級 286 97.9 40

４ 級 6 2.1 40

(30) (100.0) 20

- -          20

40

１ 級 - - 40

(30) (100.0) 20

292 100.0 20

備考　　(　　)は再任用短時間勤務職員数を外数で示す。 40

40

40

40

40

40

122 67 69 69

３ 級

計

計

３ 級

２ 級

(200)

２ 級 - - 

- - 

区 分

平成28年12月1日
現 在

平成27年12月1日
現 在

技 能 職

級



 （行政職(1)の級別の標準的な職務内容）

区　　分 10　　級 ９　　級 ８　　級 ７　　級 ６　　級

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

標　準　職　務

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

区　　分 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

標　準　職　務

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事

又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る

主 事 又 は 技 師

主 事 又 は 技 師

1 局長又は副局長

2 会 計 管 理 者

3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又
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3 職務の複雑、困
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度が高い出先
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又 は 主 任 技 師

高度の知識経験

を 必 要 と す る
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3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先
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(201)

1 理          事 

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が極めて高

い出先機関の

長 

1 本 庁 の 部 長

2 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が特に高い

出先機関の副

所長 

1 本庁の課長又

は副課長 

2 出先機関の長

又は副所長 

3 職務の複雑、困

難及び責任の

度が高い出先

機関の課長 

1 グループリー

ダー 

2 職務の複雑、困

難及び責任の度

が相当高い出先

機関の課長 

副 主 幹

又 は 副 技 幹

主 査 主 任 主 事
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高度の知識経験

を 必 要 と す る
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主 事 又 は 技 師
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3 本庁の事務局長

又は副事務局長 

4 職務の複雑、困

難及び責任の度

が特に高い出先

機関の長 



　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479
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(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0
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職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)
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区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
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 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

(人) 53,243 7,914 26,218 15,566 479

(人) 48,861 7,368 23,973 14,188 479

(人) 5,573 741 3,671 658 66

(人) 1,318 129 647 535 4

(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0

左のうち主な給料表単位ごとの内訳

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

３ 号 給

区 分

２ 号 給

全 給 料 表

８ 号 給

８ 号 給

平　成
29年度 号給数

別内訳
５ 号 給

６ 号 給

４ 号 給

比 率 (B) ／ (A)

比 率 (B) ／ (A)

平　成
28年度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

号給数
別内訳

２ 号 給

３ 号 給

４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89
(202)

　　エ　昇給

行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職
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(人) 30,081 4,617 14,256 9,105 298

(人) 9,383 1,414 4,296 3,109 90

(人) 2,317 446 1,082 636 21

(人) 189 21 21 145 0

(％) 91.8 93.1 91.4 91.1 100.0

(人) 78,228 7,970 49,872 15,549 496

(人) 72,814 7,500 46,721 14,103 496

(人) 8,329 735 6,205 723 92

(人) 2,211 151 1,374 674 3

(人) 44,976 4,816 28,653 8,726 279

(人) 13,654 1,361 8,342 3,162 87

(人) 3,443 416 2,102 690 33

(人) 201 21 45 128 2

(％) 93.1 94.1 93.7 90.7 100.0
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28年度

職 員 数 (A)
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号給数
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４ 号 給

５ 号 給

６ 号 給

　　オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６ 月 ( 月 分 ) 12 月 ( 月 分 ) (月分)

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

(1.025) (1.175) (2.2)
 2.025  2.175  4.2

(1.05) (1.2) (2.25)
 2.075  2.225  4.3

　備考　(　　)は再任用職員の支給率を示す。

平成29年度

平成28年度

国

区 分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
備 考

有

有

有



　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域
横 浜 市
川 崎 市
厚 木 市

鎌 倉 市
逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称
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川 崎 市
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逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域
横 浜 市
川 崎 市
厚 木 市

鎌 倉 市
逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域
横 浜 市
川 崎 市
厚 木 市

鎌 倉 市
逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当
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横 浜 市
川 崎 市
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葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定
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39.3 16.7 31.6 78.3 13.3
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比率が高い手当名
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支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域
横 浜 市
川 崎 市
厚 木 市

鎌 倉 市
逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域
横 浜 市
川 崎 市
厚 木 市

鎌 倉 市
逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 

72 72 72 72 72 72 72 72 72 89
(203)

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者

25年勤続
の 者

35年勤続
の 者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が25年以上で勧奨により退
　職する場合、定年退職年齢前１年に
　つき給料月額を２％割増しして算定
　(割増しの限度は20％)

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

定年前早期退職特例措置
　勤続年数が20年以上で早期退職の認
　定を受けて退職する場合、定年退職
　年齢前１年につき給料月額を３％（
　定年前１年は２％）割増しして算定

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

　　ク　特殊勤務手当

全 給 料 表 行 政 職 (1) 教 育 職 公 安 職 技 能 職

1.4 0.8 1.1 2.9 0.2

39.3 16.7 31.6 78.3 13.3

支 給 総 額 が
多 い 手 当 名

支給対象職員の
比率が高い手当名

区 分

教員特殊業務手当、警察業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、教務手当

警察業務手当、教員特殊業務手当、夜間特殊業務手当、
税務手当、保健福祉業務等従事手当

平 成 28 年
12月1日現在

給料に対する比率 (％ )

支給対象職員の比率(％)

代表的な特
殊勤務手当
の 名 称

　　キ　地域手当

支 給 対 象 地 域
横 浜 市
川 崎 市
厚 木 市

鎌 倉 市
逗 子 市

相 模 原 市
藤 沢 市
海 老 名 市
座 間 市

横 須 賀 市
平 塚 市
小 田 原 市
茅 ケ 崎 市
大 和 市
伊 勢 原 市

三 浦 市
秦 野 市
綾 瀬 市
葉 山 町
大 磯 町
二 宮 町

そ の 他 の
県 内 市 町 村

支 給 率 (％ ) 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 11.8 

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 )
(平成28年12月1日現在)

42,998 1,650 10,033 11,688 2,933 1,843 

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

16 15 12 10 6 0 



　ケ　その他の手当

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族

(204)

　　(イ)　住居手当

本 県 国

自己所有
住宅居住者

支給せず 支給せず

借家･借間
居 住 者

区 分

職 員 が 自 ら
居住する住宅

単身赴任手当受給者の
留守家族の居住する住宅

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 28,500 円） 

職員が自ら居住する場合の住居手当の月 

額の２分の１に相当する額（100 円未満 

切捨て）を月額として支給 

１か月の家賃額が 12,000 円以下の場合 

 支給せず 

１か月の家賃額が 12,000 円を超える場合 

１か月の家賃額から 12,000 円を控除し 

た額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

（ただし、支給限度額は月額 27,000 円） 

職員が自ら居住する場合の借家・借間に 

係る住居手当の月額の２分の１に相当す 

る額（100 円未満切捨て）を月額として 

支給 

　　(ア)　扶養手当

区 分 本 県 国

配 偶 者 月　額　　　　　　11,100円 月　額　　　　　　10,000円

月　額　　　　 各　8,600円 月　額　　　　 各　8,000円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　9,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　13,900円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　8,000円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　10,000円

月　額　　　　 各　7,000円 月　額　　　　 各　6,500円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　7,400円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,800円

ただし、扶養親族でない配偶者が
ある場合このうち１人のみ
　　　　　　　　月額　6,500円
配偶者のない場合このうち１人
のみ
　　　　　　　 月額　 9,000円

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子の加算

月　額　１人につき　7,000円 月　額 １人につき　5,000円

扶 養 親 族 た る 子

そ の 他 の 扶 養 親 族



　　(ウ)　通勤手当

区 分 本 県 国

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

交 通 機 関
等 利 用 者

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 
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６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 
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６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 
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６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

113 312 312

(205)

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 45,000 円を超え 45,600 円未満の場 

合 

に支給単位期間の月数を乗じて得た額 

を通勤手当として支給 

１か月あたりの運賃等相当額が月額 45,600 

円以上の場合 

１か月当たりの運賃等相当額－300 円に 

支給単位期間の月数を乗じて得た額を通 

勤手当として支給 

45,000 円＋ 
１か月あたりの運賃相当額－45,000 円

２ 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につき 

算出した運賃等相当額(６か月定期券等低廉 

な価額)を一括支給 

ただし、１か月当たりの運賃等相当額(運賃 

等相当額を支給単位期間の月数で除して得 

た額)が 55,000 円を超える場合 

55,000 円に支給単位期間の月数を乗じて 

得た額を通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

片道２km 未満 支給せず 

片道２km 以上 60km 未満 

2,000 円から 29,800 円までを利用距離に 

応じ１か月の通勤手当として支給 

片道 60km 以上 

31,600 円を１か月の通勤手当として支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 

６か月を超えない期間(支給単位期間)につ 

き算出した特別料金等の２分の１相当額を 

支給 

ただし、１か月当たりの特別料金等２分の 

１相当額が 20,000 円以上の場合 

20,000 円に支給単位期間月数を乗じて得 

た額を支給 




